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は　じ　め　に
　１９７０年，サミュエルソン１）は保存則を初めて
理論経済学に明示的に導入し「運動エネルギー
とポテンシャルエネルギーの和は一定である」
という力学的エネルギー保存則との類似に注目
し，すべての産出物がシステムの成長のための
資本形成に供されるような新古典派的フォン・
ノイマン型経済成長モデルにおいて「総産出－
総資本比は一定である」という保存則を導出し
た。又，濃野２）はリーの理論３）の理論経済学へ
の応用を提唱し，その例証として生産関数の
リー変換群の下での対称性（不変性）に基づい
て，中立型技術変化の完全なリストを完成させ
た。
　古典力学においては，リー変換群の下での作
用積分の対称性（不変性）に基づくネータの定
理４）および発散項を伴うその一般化５）は，ラグ
ランジュ（又はハミルトン）構造から保存則を
発見する上で重要な役割を果たしてきた。一方，
カビグリア６, ７）は新たな変数を付加した高次元
の空間での変分原理を利用して，ラグランジュ
（又はハミルトン）構造を用いない保存則の新し
い導出法を見出した。その後，三村－濃野８）は
ネーターよりもより一般的であるこのカビグリ
アの手法を更に考察・発展させ，与えられた力
学系の保存則を導出する効果的な手法として確
立し，動力学および経済動学の種々のモデルに
おける保存則の導出とそれらのモデルの動学的
性質の解明に応用した。我々は前稿９）でその手
法を特に新古典派的経済成長理論への応用に焦
点を絞って紹介したが，続く本稿では枯渇性資
源を含む最適資産蓄積問題への応用について考
察する。
　本稿を通して各項の繰り返し現れる同じ添字
については総和をとるという和の規約を採用し，
関数は必要な階まで微分可能とする。
１.　保存則導出の新しい手法
　資産蓄積の最適化を論じる前に，その源とな
る最適制御問題における保存則導出の新しい手
法を紹介する。変数 ，  
  ，  (a ＝１, ･･･ ,
m )に関する２階の微分方程式系
（１．１）  
の解上で
（１．２）  
（d/dtは tについてのトータル微分：  
  ）を満たす W を（１．１） 
の保存量，（１．２）を保存則と呼ぶ。（１．１）がオイ
ラー- ラグランジュ方程式系（E-L方程式系）で
あることを仮定しない保存量の構成法を，ここ
では前稿と同様に特に をラグランジア
ンとする E-L方程式系
（１．３）  
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 であるとして，次の定理を
挙げる１０）：
　定理１．ラグランジアン に対して，
関数 (a ＝１, ･･･ ,m ;m ＝１, ２)が E-L
方程式系（１．３）の解上で
（１．４）  
   
   
を満たすとする。このときE-L方程式系（１．３）の
保存量が次のように構成される：
（１．５）  
     
　この定理は次の有限 又は無限 
(  )区間における積分
（１．６）  　(r: const.)
の，拘束条件（束縛条件）
（１．７）  
（１．８）  
のもとでの極値問題に適用することができる。
ここに x ＝ (xm(t)) (m ＝１, ･･･, k)と y ＝ (yi(t)) 
(i ＝１, ･･･, n)は状態変数，u ＝ (us(t)) (s ＝１,  
･･･, l)は制御変数である。この極値問題のラグ
ランジアンは pm, liをラグランジュ乗数として
 
で与えられ，その E-L方程式系は（１．７），（１．８）
及び次の方程式系から成る：
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（１．９b）  
   
（１．９c）  
   
この極値問題における保存量（第一積分）は，
定理１における変数 (qa)を (qa) ＝ (pm, li, x 
m ,  
y i , u s) (a ＝１, ･･･ , m ＝２k ＋２ n ＋ l )とおいて，次
のように構成される１１, １２）：
　定理２．変数  tの関数 
  と  が，拘束 
条件（１．７），（１．８）の下での（１．６）の極値問題に
おける最適経路上，即ち E-L方程式系の解上で
次の方程式系を満たすとする：
（１．１０a）  
（１．１０b）  
（１．１０c）
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 このとき次の保存量 Wが構成される：
（１．１１）  
　この定理における解 (xa)として，（１）U ＝
 U(x, u)のとき，（２）f m (x, u)と g i(u)が１次の
同次関数でU(x, y, u)がr次の同次関数のとき，
（３）U ＝ － a i g 
i(u) (ai : const.)のとき，それぞれ
次の (  )，(  )，(  )が得られる：
 
 
 
これらの解の組(  ,  )又は(  ,  )を（１．１１） 
に代入して次の保存量が構成される１３）：
　定理３．拘束条件（１．７），（１．８）の下での（１．６） 
の極値問題において，（１）f m (x, u)と g i(u)が 
１次の同次関数で Uが変数 yを持たない r次の
同次関数 U ＝ U(x, u)のとき，（２）Uが U ＝ 
－ a i g 
i(u) (ai : const.)のとき，それぞれ次の保
存量が存在する：
（１．１２）  
    
（１．１３）  
　U ＝ － a i g 
i(u) のとき（１．９b）よりlは定数とな
る。従って（１．１３）の右辺の２項は（１．８）よりそ
れぞれ次のように書きかえられる（等号は定数
を除いて成立）：
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これより，f m が tを陽に含む，即ち f m ＝ 
f m (x, u, t)の場合，定理３における W２より次の
保存量を予測することができる：
（１．１４）  
  
実際，U ＝ － a i g 
i(u) のとき，（１．９a），（１．９c）は
それぞれ
 
 
となる。２式にそれぞれ と を掛けて和を
とると
  
  
が得られる。これと を（１．１４）の tにつ
いてのトータル微分 に代入して ＝ ０とな
ることを確かめることができる：
 
  
２．　最適資産蓄積問題
　ハートウィック１４, １５）はソロー１６）の提起した
最適資産蓄積問題のモデルに内在する蓄積－投
資ルール（ハートウィックのルール）を見い出
し，これと共にホテリング１７）のルールが成立す
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るとき，消費が一定になることを導いた。後に，
佐藤－キム１８）はこれを，単一の枯渇性資源を含
む資産の場合について，内生的に消費を一定に
するような最小化問題として考察し，ネーター
の保存則を経由してハートウィックのルールが
得られることを示した。我々は更にこの問題を
多数の枯渇性資源を含む資産の場合について，
特別な場合に一定となるような指数的に変化す
る消費の内在するモデルを考察し，上記の二つ
のルールを一般化する（単一資源の場合は注の
論文１９）を参照）。
　R ＝ (R i( t ))をストック S ＝ (S i( t ))を持つ n種
の枯渇性資源(i ＝１, ･･･, n)，K( t )を再生産可能
な資産，C( t )を g ＝０のとき定数となる指数的
に変化する消費
（２．１） C( t ) ＝ ce gt　(c, g: const.)
とし，有限 又は無限 区間に
おける積分
（２．２）  　(a i : const.)
の最小化問題を，拘束条件
（２．３）  
（２．４）  
のもとで考察する。ここに rは定割引率であ
る。
　注意１．注の論文２０）では一定消費の場合を考
察している。又，束縛条件（２．３）のかわりに 
 ，即ち 
 を用いているが，その右辺 を改め
て Fとおけば（２．３）の形となる。
　定理３における変数をそれぞれ x ＝ K，y ＝ S，
u ＝ R;関数をそれぞれ f(x, u, t) ＝ F(K, R, C), 
g i(u) ＝ － R i, U(u) ＝ ai R 
i ( ＝－ ai g 
i )とおく。こ
のとき，ラグランジアン
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に対して（１．９a），（１．９b），（１．９c）に対応する方
程式はそれぞれ
（２．５a）  
（２．５b）  
（２．５c）  
となる。ここに ， 
である（以後同様に添字により偏微分を表す）。
　（２．５b）より liは一定，従って（２．５c）の左辺
は一定であり， (i ＝１, ･･･, n)のとき次
の保存量が得られる：
（２．６）  
また（２．５c）の tについてのトータル微分 ( ＝ ０ )
の に（２．５a）を代入すると
 
となり，これより次の一般化されたホテリング
のルールが得られる：
（２．７）  
このルールには
 
より保存量（２．６）が潜在している。他方，保存量
（１．１４）は
（２．８）  
    
となる。ここに F(s) ＝ F(K(s), R(s), C(s))であ
る。これは拘束条件（２．４）より得られる等式（等
号は定数を除いて成立）
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  const.

      F F F F F FR R R R K Ri i i i i+ + = + − =( ) ( ) 0
F
F
F
F
FK
R
R
R
R
n
n
− = = =



1
1
d
dt
F
F
F F F F
F
R
R
R R R R
R
i
j
i j j i
j
⎛
⎝⎜⎜
⎞
⎠⎟⎟ =
−
=
 
2 0
 = − + −    K e R s dsi i s
t
i( ) ( )
0
−   s C s F s ds
t
C( ) ( ) ( )
0
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により次のように書きかえられる：
（２．８） ´  
     
更に（２．８）又は（２．８） ´より得られる保存量  
 は（２．５c）と（２．６）によりそれぞれ次
のように書きかえられる：
（２．９）  
     
（２．９） ´  
     
最後に（２．６）より得られる  （jについ
て和をとらない）と，これより得られる等式
 
（i, jについて和をとらない）を用いて Wjのい
ずれか１つ，たとえば W１は次の一般化された
ハートウィックのルールに書きかえられる：
（２．１０）  
    
（２．１０） ´ 
    
ここに は定数である。
e R s ds e R t e R s dss i
t
t i s i
t
− − −
= +   ( ) ( ) ( )
0 0 
= −
−e R t S tt i i ( ) ( )
 = − + −−   K e R Si i t i i( )( )
−   s C s F s ds
t
C( ) ( ) ( )
0
j ≡
 j j+/( ) 
j
RF j
e K F e R s dst
R
s
t
i
i=
− −
−
1
0
  





( )
s
t
e
C s
−
−
0
  ( )F sF sC
R j
ds
( )
( )
j
RF j
e K F e R St
R
t i i
i=
− −
− −
1    ( ) 
s
t
e ds
C s F s
F s
C
R j
−
−
0
  ( ) ( )
( )
ji R RF Fj i=
F e ds F e dsR
s
t
R
s
t
i
i
j
j
C s F s
F s
C s F s
F s
C
R
C
R
− −
=
 
0 0 
( ) ( )
( )
( ) ( )
( )
 K e F e R s dst R s
t
i
i=
− 
0


 ( )
n e ds A
s i
t
i
C s F s
F s
C
R
+ +−

0
( ) ( )
( )



K e F e R St R t i ii= −−  



n e ds A
s i
t
i
C s F s
F s
C
R
+ +−
 ( ) ( )
( )0



A ni i= 1 1 /
　注意２．C( t ) ＝ ce gtが一定消費，即ち g ＝ ０
のときは得られた上記の等式において FC ＝ ０と
すればよい。このとき，更に f(K, R)を生産関
数，a iを採掘や抽出等に関する定数として
F(K, R, C ) ＝ f(K, R ) － a i R 
i－ C　(a i: const.)
とおき，r ＝ ０とすると，（２．１０） ´はハート
ウィックの IRR（Investment Resource Rents）
ルール２１）
 　(A i: const.)
となる。
　逆に，保存量（２．６）が潜在している一般化され
たホテリングのルール（２．７）と，（２．６）の下で
（２．９）が保存量であることと同値な一般化された
ハートウィックのルール（２．１０）を仮定する。こ
のとき，（２．９）のトータル時間微分が零，即ち
 より得られる式
（２．１１）  
における最初の微分の項は，（２．７）を  
 として代入すると
 
となり，従って（２．１１）は
（２．１２）  
となる。これと（２．３）のtについてのトータル微
分
 
より ，従って のとき， ＝ 
 rCを積分して C( t )は（２．１）の形の指数曲線とな
る。
　次に，ルール（２．６）の下で消費が指数曲線
（２．１）に従うとする。このとき，拘束条件（２．３）
K f a R AR i i ii= − +( )( )
j = 0
d
dt
K
F
K F R CF
FR
R
i
C
Rj
i
j
  ⎛
⎝⎜⎜
⎞
⎠⎟⎟ −
+ +
=
 
0
FR j =
F FK R j−( )
d
dt
K
F
F K F K
F
K F K
FR
R R
R
K
Rj
j j
j j
     ⎛
⎝⎜⎜
⎞
⎠⎟⎟ = −
−
=
− −
2
( )
  K F R F K rCFR i K Ci= + +
   K F R F K F CR i K Ci= + +
F C rCC( )

− = 0 FC ≠ 0 C
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のトータル時間微分は（２．１２）の形となる。これ
を（２．１１）の左辺（即ち ）に代入して 
を乗じると
 
 
 
 
（ jについて和をとらない）となる。これより一
般化されたルール（２．７）と ，従って
（２．１０）は（２．１）とルール（２．６）の下で同値とな
る。
　定理４．拘束条件（２．３）と（２．４）の下での積分
（２．２）の最小化問題において，（２．３）における F
は (i ＝１, ･･･, n)を満たしているとす
る。このとき，消費が（２．１）の形の指数曲線に従
うならば，保存量（２．６）の潜在する一般化された
ホテリングのルール（２．７）と，（２．６）の下で（２．９） 
（これは（２．９） ´と同値）が保存量であることと同
値な一般化されたハートウィックのルール
（２．１０）（これは（２．１０） ´と同値）が存在する。
又，これら２つのルールは（２．１）と（２．６）の下で
同値となる。逆に，これら２つのルールが成立
するとき，消費は（２．１）の指数曲線に従う。
　注意３．（２．５a）を として積分す
ると (A: const.)となり，従って
（２．５c）は となる。これら
を（２．８），（２．８） ´から得られる保存量  
 に代入することにより，それぞれ次のラ
グランジュ乗数を含まない保存量 W０ が得られ
る：
 
  
e t j FR j2
e t R j
 F j
2 
F K F K F K F F R rCF FR R R R R
i
R Cj j j j i j     = − − − −
FK = −(( )F F K C rC F FR R R Cj j j− + −  ) ( )
F F F KK R Rj j= − −
 (( ) )
j = 0
F FR Ci ≠ 0
 / = −FK
 = −Ae F s dsKt ( )0
  i i RAe Ft F s dsK
t
i+ =
− ( )
0
0 ≡
≡ / A
0
0
0
= −
−
e K e F e R ds
F s ds t
R
s i
t
K
t
i
( ) 




  
−
−
e
F sK ( ) ( ) ( )ds
t
C
t
C s F s ds0
0

 
  
　定理３の（２）の場合に注目して，考察の問題
における関数 R i(t)を R ＝ (R i(t))の任意関数 
G i(R )に置きかえ，積分
 
の拘束条件
 
 
の下での最小化問題に一般化する。このとき，
（２．５a）と（２．５b）はそのままであるが（２．５c）は
 
に置きかわる。det として li ＋ ai
を逆行列 を用い 
とおいて表すと
 
となる。これと，等式（等号は定数を除いて成
立）
 
により，（２．８）又は（２．８） ´の W に対して上 
記の置きかえをして得られる保存量  
 からそれぞれ次の保存量が得られ
る：
 
  
0 0= − −− −e K e F e R SF s ds t R t i iK
t
i
( )
( )     
0
0
−
−
e C s
F s ds
t
K
t
( )
( ) ( )F s dsC
e G R dtt
T
i
i− 
0 ( )
K F K R C= ( , , )
S e G Ri t i= − − ( )
( )   i i Ri t RG e Fk k+ =
( / )∂ ∂ ≠G Ri j 0
( ) ( / )G G Rij
i j
= ∂ ∂ −1 H F Gi R kik=
   i i t ie H+ =
e G s e G t S ts i
t
t i i− −
= −
   ( ( ) ( )
0 )ds
j ≡
 j j+/( ) 
j
j
i
H
e K H e G st i
s
t
=
− −
−
1
0
   (





)ds
se
C s F sC
−
−  ( ) ( )
H sj
t
( )0 ds
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これらの式は， ， (Ai : 
const.)，とおくと，たとえば W１ は次の更に一
般化されたハートウィックのルールとなる：
  
    
  
    
３．　資産蓄積問題における最適経路
　資産蓄積問題における最適経路を決定するた
め，拘束条件（２．３）の F(K, R, C )を指数曲線に
従う消費 C ＝ ce gtを持つ次の形の関数とする：
（３．１）  
ここにf (K, R )はR iとKに関して１次同次の生
産関数とする（必要ならfをf － ai R 
iに置きかえ
てもよい）。このとき，一般化されたホテリング
のルール（２．７）は
（３．２）  
となる。１次同次の条件式 の t
についてのトータル微分
 
  
より得られる に（３．２）を  
 として代入すると
j
jH
e K H e G St i
t i i
=
− −
− −
1    ( ) 
s
t
e
C s F s
H s
C
j
−
−
0
  ( ) ( )
( ) ds
 i iH H1 1= /   i i n= 1 1/
 K e H e G st i s i
t
=
−  (
0


 )ds
n e ds A
s i
t C s F s
H s
C
i
+ +−
 ( ) ( )
( )0



K e H St i t i i= −−  e G



n e ds A
s i
t C s F s
H s
C
i
+ +−
 ( ) ( )
( )0



F K R C f K R K ce t( , , ) ( , )= + − 
f
f
f
f
fK
R
R
R
R
n
n
= = ⋅ ⋅ ⋅ =
 
1
1
f f R f KR
i
Ki= +
    f f R f K f R f KR i K R i Ki i= + + +
  f R f K fR i Ki= + +
 f R f KR i Ki + = 0 fRi =
f fK Ri
（３．３）  
となる。更に（３．１）における生産関数 fを
 
とおく。ここに Fは R iに関して 次
の同次関数とする。従ってfはR iとKに関して
１次の同次関数となる。
 
より（３．３）は
（３．４）  
となる。又，fの１次同次の条件式は
 
となり，その tについてのトータル微分は
 
となる。これらの２式より１ － tを消去して
（３．５）  
が得られる。（３．４）と（３．５）より (d/dt)(K/f )は
次のように定数 tとなる：
 
  
こ の 式 の 積 分  (K ０ ＝ 
 K(０), R ０＝ R(０), f ０＝ f(K０, R０), 通常
 である），即ち
（３．６）  
を，ここでは次の形となる（２．３）の拘束条件に代
入する：
（３．７）  
得られた式
f
f
f R
K
K
K
R
i
i
= −
f K R K( , ) ( )= −1  R
 ( , )≠ 0 1
f R K R K fR
i
R
i
i i= =
− −1 1    =
f
f
f
K
K
K
= −

f K f f R fK R
i
i= − = −( )1 
  f K f K fK K+ = −( )1 
  f
f
K
K
f
f
K
K
− =
d
dt
K
f
K f f K
f
K
f
f
f
K
K
⎛
⎝⎜
⎞
⎠⎟ =
−
= − −
⎛
⎝⎜⎜
⎞
⎠⎟⎟
   
2
K
f
f
f
K
K
= − ⋅ =
 
K f K t A/ = = +−  1 0
A K f0 0 0= / :
A0 0≥
K
t A
−
+

 =
1
0
K K R K ce t= + −1− ( )
最適制御問題における保存則の新しい導出法とその枯渇性資源を含む最適資産蓄積モデルへの応用 19
（３．８）  
を により
 
に変換する。これに， の解
 　(Y０ : const.)
における定数 Y０ を任意関数 Y０( t )に置きかえ
て代入すると となる。
その積分 Y０( t )が存在するとき次の再生産可能
な資産 K( t )の最適経路が得られる２２）：
（３．９）  
ここに （定数）で
 
である。
　注意４． のとき，  
 である。 のとき，積分G( t ) 
は により定数倍を除いて
 
に変換される。但し，複号 は g － rの符号と
同順とする。r － g ＜ ０のとき， の場合は
積分 G( t )は存在し， の場合は発散する。
r － g ＞ ０のとき，G( t )の存在は次の事実から
判断できる：積分
 
について，p ＞ ０のとき， と  
は共に存在する。 はよく知られてい
るガンマ関数である。
　以後A ０ ＞ ０のとき のときt ＞ １ 
K K
t A
K ce t=
+
+ − 

0
K e tt=  ( )
 =
+
−
−

 
t A
ce t
0
( )
 = +/( ) t A0
 = +0 0 1( ) / t A
0 0 1= − +− −ce t At( ) /( )  
K t ce t A A tt( ) ( ) ( ( ))/= + −  0 1 1 
A K c A K f c1 0 0
1
0
1 1
0
1
= ( ) = −/ // / /  
 ( ) ( )( ) /t e s A dss
t
= +− −   0 1
0
 =  ( ) (( ) /t t A= + −− 0 1 1
)/( )/A −− 01 1 1  ≠
x s A= − +  ( / )0
 ( ) /
/
( / )
t e x dxx
A
t A
=
± −
−
− +
1
0
0 
  
  

±
t < ∞
t = ∞
 ( , , ) ( ) 

t p e x dxx p
t
= < <− − ∞1 0
 ( , , )0 t p  ( , , ) ∞ p
 ( , , )0 ∞ p
 ≠ =0 1 00, ; A
（従って ）とする。このとき G( t )が
存在する。更に  
 とおいて f (R, K ) ＝ K１－ tF(R)をコブ- ダ
グラス生産関数
（３．１０）  
とすると，（２．６）は
 　(ki: const., k1 ＝ 1)
となり， である。これを  
 に代入した F を用いて，（３．６）
より
 
が定まり，従って
 
  
となる。ここに  
× は定数であるから，特に
（３．１１）   
  
である。又 であ
るから枯渇性資源 R i(t)の最適経路は次の形と
なる：
（３．１２）   ×
  
更に（３．１２）を（２．４）に代入して積分すると次の
ストック S i(t)の最適経路が得られる  
 
（３．１３）  ×
  
− > −1 1/
( ) ( ) ( ) (R R Rn n= = +1 11   
)n+
f R K K R Rn n( , ) ( ) ( )= −1 1 1  

 
i R
R
i
i
f
f
R
Ri1
1
1
⋅ = ≡
R Ri i= 1 ( )R =
( ) ( )R Rn n1 1 
R t t A Knn
1
2
1
0
12( ) ( ) ( )/ /= +− −     
R t Ri i( )= 1
c e A ti n
tn( ) ( ( ))/= −−     2 1 12  
      i n in R R( ) ( )/ /2 1 12 1 − −=
 n nR( ) /−
    i nn( ) /2 12  −
   i n nR R R( ) ( )/ /0 0
1
0
1 − −=
R R c Ai i i nn0 2
1
10 2= =
−( ) ( ) /    
R t R ei i t( )= 0

c R R tn n( ( ) ( ) ( ))/ /− − −0
1
01 1
    
(Si0 =
( )):Si 0
S t Ri i
t
( )= − 0
0
c R R s ds Sn in( ( ) ( ) ( )/ /− +− −0
1
0 01 1
     
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　 のときは r － g ＞ ０として，消費 ce gt
における定数 cと初期値 (i ＝１, ･･･, n)が横
断性の条件２３）
（３．１４）  
を満たすように定めることができる。実際，
（３．６）は とな
り，（２．５a）はここでは
 
となる。その積分
 　(p０ : const.)
と（３．９）の Kとの積 pKは定数倍を除いて
 となる。 
とおくと， と  
は共に零に収束するので
 
即ち となる。従って  
 と（３．１１）より
 
となるので，cと が
（３．１５）  
を満たせば となる。同様に，
a ＞ １のとき
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より
 
が存在することから次の積分も存在する：
 
  
従って（３．１３）のS i( t)は  
 (li ＝ const.)を満たす。
　定理５．拘束条件（３．７）と（２．４）の下での積分
（２．２）の最小化問題において，（３．７）における
F(R )をt次の同次関数とする。 の場合，
A０＞ ０のとき ，１; A０＝ ０のとき t ＞ １とす
る。このとき，再生産可能な資産の最適経路
（３．９）が 定 ま る。更 に（３．７）に お け る 関 数
 を（３．１０）のコブ - ダグラス
生産関数とすると，枯渇性資源とそのストック
の最適経路（３．１２）と（３．１３）がそれぞれ定まる。
 の場合，t ＞ １とする。このとき，消費
ce gtにおける定数gがr － g ＞ ０を満たし，定数
cと初期値 (i ＝１, ･･･, n)が（３．１５）を満たす
ように定めれば再生産可能な資産とそのストッ
クの最適経路（３．１２）と（３．１３）は横断性の条件
（３．１４）を満たす。
　注意５．単一の枯渇性資源，即ち F(R ) ＝ R t
のとき，（３．６）より となり，
枯渇性資源とそのストックの最適経路はそれぞ
れ次のようになる２４）：
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これらはそれぞれ（３．１２）と（３．１３）においてi ＝ １， 
 ， ， とした式である。これ
らが のときの横断性の条件（３．１４）を満た
すようにするには，消費 ce gtにおける定数 gが
r － g ＞ ０を満たし，定数 cと初期値 R０ が
（３．１５）に対応する を満たすよ
うに定めればよい。
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